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はじめに 

 

 本レポートは、サプライチェーン情報基盤研究会（以下 SIPS と言う）の金流商流情報連

携タスクフォースにて行った、2014 年度の調査活動をとりまとめたものである。 

 

金流商流情報連携タスクフォース（以下、本タスクフォース）は、2012 年に「金流・商

流・物流情報連携研究会－金流・商流ネットワーク連携 WG（一般財団法人日本情報経済

社会推進協会）」における検討を継続する形で発足した経緯がある。 

前身である「金流・商流ネットワーク連携 WG」においては、『決済における事務処理効

率化』と『商流情報を活用した融資機会の拡大』をテーマに検討を行っており、このうち、

『決済における事務処理効率化』のテーマについては、一般社団法人 流通システム開発セ

ンターが開催する検討会にて検討を実施し、本タスクフォースは、『商流情報を活用した融

資機会の拡大』を中心に検討を実施してきた。 

 

本タスクフォースにおけるテーマである『商流情報を活用した融資機会の拡大』の検討

にあたっては、2012 年より国内における検討から開始し、その後 2013 年より国内と同じ

アプローチにより、国内と海外（貿易）についても検討を開始した。 

 

なお、国内における検討については、2012 年に中間報告を行っていることから、本文書

においても、中間報告を参照する記述にとどまる点があるので、内容については、中間報

告とあわせて確認いただきたい。 

 

以上 
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１．ファイナンスサービスの検証 

 

１－１．取組の背景と目的 

（１）『決済における事務処理効率化』のこれまでの取組 

全銀協を中心に検討した「企業決済高度化研究会」において、企業における消込

事務負担解消のニーズが確認され、関心が高い業界とのパイロット研究として、

流通業界との共同実証に向けた検討が行われてきた。 

 
 

また、自動車部品業界においても、消込作業に時間がかかるとの課題認識を持っ

ており、2010 年度より継続的に金融 EDI 連携の実証を実施してきた。 

 

企業ニーズと実現に向けた課題を確認。これらのニーズや課題を踏まえ、当面
は以下の取組を推進

• 既存の枠組みの利用促進に向けた取組み
• 金融EDI への関心が高い業界とのパイロット研究
• 金融業務における商流情報の活用のあり方の研究

日本銀行の仲立ちのもと、流通業界（小売・卸）と銀行業界が一同に会する検
討会を立ち上げ、共同実証に向けた仕組みや、技術的・制度的な検討項目に
ついて整理

「企業決済高度化研究会」報告書 （2012年4月）

流通システム開発センター【決済情報と商流情報の連携】検討会
（2012年度～）
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（２）『商流情報を活用した融資機会の拡大』におけるこれまでの取組 

本タスクフォースでは、企業間の EDI を進展させるためにも、蓄積した商流情

報を融資業務に活用できるか否かについて企業や金融機関にヒアリングを実施し

てきた。 

 

 

2012 年度の活動内容では、海外等の事例を参照して企業におけるファイナンス

ニーズの仮説を設定し、その内容に基づき企業側にヒアリングを行った。（詳細は

2012 年に実施した中間報告を参照） 

 
 

2012年度 2013年度 2014年度

• 企業におけるファイナ
ンス利用に関する
ニーズ確認

• 共同実証実施に向け
た準備

‐ 融資業務への活用
仮説検討

‐ EDIの格納領域・格納
方法の検討 等

• 共同実証の実施

• 支払メッセージの定
義

今年度

パターン③
親方モデル
大企業が

直接的に関与
×

リスクは
大企業がとる

パターン②
口利きモデル
大企業が

直接的に関与
×

リスクは
P.O.F提供者がとる

融資のリスクを大企業がとる

融資のリスクをP.O.F.提供者がとる

Ｐ
．
Ｏ
．
Ｆ
．
に
大
企
業
が
間
接
的
に
関
与
す
る

Ｐ
．
Ｏ
．
Ｆ
．
に
大
企
業
が
直
接
的
に
関
与
す
る

パターン①
助けて！モデル

大企業が
間接的に関与

×
リスクは

P.O.F提供者がとる

大企業が間接的に関与
×

リスクは大企業がとる

・・・借り手からP.O.F提供者の
売掛債権譲渡に同意しただけで、

融資のリスクまで負担すると
いうのは現実的でないと判断した
ため本検討の対象外とした。

サプライチェーンの中核
となる大企業が、自社の
サプライチェーン全体の
成長や維持をさせるため
に、サプライチェーンを構
成する中小企業の資金
調達スキームを大企業

自身で用意する

大企業のサプライチェー
ンを構成する中小企業
が、大企業の受発注情
報を使って、P.O.F.提供
者から資金を調達する
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ヒアリング結果でニーズが認められたため、2013 年度については、引き続き、

企業が消込で活用する項目を前提として、それらの項目を活用して融資業務への

活用可能性について検討し、商流 EDI における支払通知書（または支払 MSG）

を、Pain.001 の Supplementary Data エリアに設定し、その情報を分析すること

で融資に活用できるのではないかという結論に至った。 

 

 
 

  

分析軸 オプション

販売代理店向け融資

考察

• 販売代理店向け融資、サプライヤ向け融資の
いずれもニーズがあることがわかりました。

多階層（受注者-発注者の関係なし）

ファイナンスの
形態

Ｐ．Ｏ．Ｆ．への
大企業の関与

貸倒のリスクを
誰がとるか

大企業が直接関与する

大企業が間接的に関与する

Ｐ．Ｏ．Ｆ．提供者がリスクを取る

大企業がリスクを取る

サプライヤ向け融資

借り手のビジネ
ス特性

階層の深さ

単階層（受注者-発注者の関係あり）

見込生産（調達）型

受注生産（調達）型

分析軸①

分析軸②

分析軸③

分析軸④

分析軸⑤

初
期
仮
説
で
検
討
し
た
軸

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
結
果
か
ら

抽
出
し
た
軸

• 大企業の関与については、いずれのオプショ
ンも取り得ると考えられます。

• 大企業がリスクを取ること考えにくいという声
が大半を占めており、企業からはP.O.F.提供
者がリスクを取るモデルが求められています。

• 受注生産（調達）型企業の方が、P.O.F.には適
していると考えられます。

• ただし、見込生産（調達）型についても、ニー
ズがあることがわかりました。

• 単階層に対する意見がほとんどだったものの、
多階層に対してもニーズがあることがわかりま
した。

凡例： 検討の優先順位が高いオプション

検討の優先順位が低いオプション

Payment Information

Credit Transfer 
Transaction Information

ISO20022
Pain.001.001.05

Remittance Information
Supplementary Data
Supplementary Data

ISO20022
Camt.054.001.04

Remittance Information
Supplementary Data
Supplementary Data

Group Header

Supplementary Data

Supplementary Data

Remittance Information

●
●
●

メッセージの宛先 など

振込先情報、振込金額 など

振込元情報 など

●
●
●

Unstructured

Structured

案１ 最長140桁文字列（複数可）

案２ 構造定義された備考
（複数可）

案３ 任意のXML（複数可）

備考欄

案４ 任意のXML（複数可）

振込情報（複数可）

2013年5月版で追加、

個々の振込に関連付いていて、メッセージ付属の
Supplementary Dataより使いやすい

メッセージ中に
挿入されて解釈

総合振込

入金通知

EDI情報欄
（候補案）

要登録・公開
（クレジットカード用が
登録済み）
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１－２．2014 年度の活動計画と実績（概要） 

（１）活動計画 

2012 年度、2013 年度の活動結果を踏まえ、2014 年度は、消込の高度化と融資

への活用を目指した拡張金融 EDI モデルを検討するために、以下の活動を計画し

た。  

 

 

（２）活動実績 

今年度は、当初の計画通りに共同実証の実施、および支払メッセージの作成を実

施した。 
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１－３．活動実績詳細 

（１）実証準備（2013 年度の活動内容詳細） 

実証の準備に際しては、企業が消込で利用する項目を使って、金融機関のどのよ

うな業務に適合できるか、またどのような観点での分析が可能になるかの仮説を

検討した。 

 

 

 

 

融資先企業における企業活動確認の観点（仮説）

観点 内容 指標（例）

仕入動向・
仕入先の
確認

• 仕入・支払実績

• 仕入先の多様性

• 仕入先に対する交渉力

販売動向・
販売先の
確認

• 販売・入金実績

• 販売先の多様性

• 販売先に対する交渉力

• 品質確保の状況

• 商品別販売動向

• どれくらいの仕入実績があるか
• これまでどのような支払を行ってきたか

• 特定の仕入れ先に依存していないか

• 仕入先に対してどのような条件で取引を
行っているか

• どれくらいの販売実績や入金実績があるか
• これまでどのような入金が発生しているか

• 特定の販売先に依存していないか
• 信用力の高い取引先との取引があるか

• 販売先に対してどのような条件で取引を
行っているか

• 販売先からの注文を履行するのに十分な能
力を有しているか

• どのようなプロダクトミックスとなっているか
• 主力商品の販売実績（数量や金額）

• 発注実績
• 入荷実績

• 仕入先×発注実績
• 仕入先×入荷実績
• 仕入先×支払実績

• 支払サイト

• 受注実績
• 出荷実績

• 販売先×発注実績
• 販売先×出荷実績
• 販売先×入金実績

• 入金サイト

• 返品率

• 商品×受注実績
• 商品×出荷実績

• 支払実績
• 支払残

• 入金実績
• 請求残

• これらの観点・指標が確認できる場合、融資に活用することが可能であるか。
• また、これらの上図以外にも日々の企業活動のチェックにおいて、活用できる観点・指標はないか。
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融資で活用可能な項目について、企業側で設定可能かどうかの検証を行っていく

中で、いくつかの課題が出てきたため、課題への対応について継続して検討する

ことが討議された。 
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（２）共同実証の内容（流通業界） 

［※流通業界の共同実証の内容・結果の詳細は別紙を参照］ 

 

流通業界では、国際標準の XML メッセージで、拡張された EDI 情報欄を活用し

た入出金情報と商流上の突合せによる決裁関連業務の効率化について検証を実施

した。 
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実証に際しては、流通システムと銀行システムとの間に ASP を設置し、その ASP

が XML と全銀フォーマットの変換を行うとともに、ASP 内のクロークを使って

EDI 情報を格納する仕組みで共同実証を行った。 

 

 

共同実証の目的
流通業界における決済（入金処理）業務の効率化の検証
銀行を経由する金流情報への添付拡張を実現することにより、企業の消込
等業務効率化の検証を行うこととする。

•売掛金消込業務、販売条件・リベート入金管理、（経費消込）業務に
おいて、総合振込(Pain)と入金通知(Camt)のEDI情報欄を活用すること
による効率化の検証を行う。

EDI情報欄を使用して、より確率の高い自動突合を行うために、
現状では不足している“いつ、誰から、何の為の金”であるかと
いう情報を交換する。

インターネットを利用する際のセキュリティ要件の整理
•証明書や署名、暗号化等によるセキュリティなど、実運用に向けた課
題・問題の抽出を行う。

実証スケジュール
１１月の第１～３週に金融EDIのデータ交換を行なった。

小売３社（アタックスマート、イオン、コメリ）、卸４社（花王カスタ
マーマーケティング、加藤産業、タカコー、山星屋）が参加。
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実証の結果、効果が見られた企業もあり、実運用に向けた検討を行って行くべき

と考えているが、実運用に向けては具体的な検討が必要だと認識している。 

 

 

 

 

 

実運用（201X年）に向けて

対象サービス範囲
・総合振込、振込入金通知、入出金明細の追加 等

ASPのビジネスモデル
・参加企業数、運営主体、費用負担、料金体系、契約スキーム 等

ネットワーク、通信手順
・銀行、他業界のニーズも含めた整理

証明書
・利用する証明書の検討（署名アルゴリズムも含め）

EDI情報欄のXMLスキーマにおける格納領域
・Supplementary Data／Unstructured、バージョンアップへの対応

EDI情報欄の参照機能（ASPのサービス）
導入時のテスト運用の有無

実運用開始時期

実運用（201X年）に向けて

今回の共同実証で得た、実証結果及び課題や今後の期待を基に、
流通業界としての継続的な検討をおこなう事項

金融連携活用分野の洗い出し
今回の実証内容以外に、様々な分野での効果が考えられる。同じインフ
ラを利用する事で効率化が図れる業務を抽出していく。

EDI情報欄の標準化
売掛入金処理、取引条件・リベートの再検討
経費 等

EDI情報欄の金融機関と連携活用
金融機関利用者だけでなく、金融機関と情報共有する事で何らかのメ
リットを享受できないかの検討も必要

流通業界内でのスモールスタート

201X年度 実運用に向けて、細かな検討を進めていく必要性がある！
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（３）共同実証の内容（自動車部品業界） 

［※自動車部品業界の共同実証の内容・結果の詳細は別紙を参照］ 

 

a．中小企業の実態 

中小企業において「不効率な事務処理」や、「金流の停滞」が発生している。

特に、「ＥＤＩ処理」をしていない中小企業は、全ての処理（注文・受注・

請求・支払等）が手作業となっており、ミス等も重なり、多くの問題点が発

生している。 

 

b．「金融ＥＤＩ連携」実証実験の目的 

「物流」・「商流」・「金流」が連携していないために、迅速な「支払」がで

きていない。特に、中小企業は、「品物」を納入しても「支払」が数ヶ月後

になり、資金繰りに苦労している。「金融ＥＤＩ連携」することにより「不

効率な事務処理」や、「金流の停滞」が無くなる（【第９図】参照）。また、

金融機関は一般的に不動産（土地等）を担保に融資を行うが、「金融ＥＤＩ

連携」することにより、ＥＤＩの「受発注情報」が「動産担保」となり、中

小企業への融資も可能となる（【第１０図】参照）。 

 

【第９図】：共通ＥＤＩ基盤の活用（ＧＲＥＥＮ―ＥＤＩ） 
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【第１０図】：「金融ＥＤＩ連携」ビジネスモデル 

 

c．実証実験の概要 

当社では、2014 年度に経産省補助事業として「金融 EDI 連携」実証実験

を行った。この事業は 6 月 4 日に補助対象として採択され、その後の 6 月

24 日に閣議決定された「日本再興戦略＜改定 2014＞」にも「国内送金にお

ける商流情報（EDI 情報）の添付拡張」として盛り込まれることとなった。 

 

【第１４図】：ＩＴクラウドを活用した「金融ＥＤＩ連携」の全体像 
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今回の実証実験は、愛知県、豊田市、豊田商工会議所などから構成される

「業務連携クラウド検討日本委員会/サプライチェーン情報基盤研究会、

ITWG」が中心となり、日本銀行、国連 CEFACT コーディネータ協会から

支援を受けつつ、豊田商工会議所会員企業など 20 社が参加した（【第１４図】

参照）。今回の実証実験では、企業や業界毎の独自の EDI ではなく、国際標

準である共通 EDI を利用することによって、様々な業種の企業が実験に参

加できた。共通 EDI 基盤は以前の実証実験で構築済みであるため、今回は

金融 EDI のモジュール部分の構築作業が補助対象となった（【第１５図】参

照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第１５図】：ＩＴクラウドを活用した「金融ＥＤＩ連携」のＩＴシステム概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第１６図】：「金融ＥＤＩ連携」実証実験の概要 
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d．実証実験の成果 

 今回の実証実験を通じて、金融 EDI 連携による効果を確認したところ、

事例①「小島プレス工業・三菱東京 UFJ 銀行から豊和化成・名古屋銀行」

については、支払側（小島プレス工業）では、差異照合を受取側に依頼して

きたため、実験による省力化効果は特段みられなかった。一方、受取側（豊

和化成）では、差異照合に要していた時間（約 12 時間）が解消されるとい

う大きな効果がみられた（【第２７図】参照）。また、他の事例においても、

受取側で約 15 時間～約 150 時間/月の省力化効果がみられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第２７図】：＜金融ＥＤＩ連携による工数効果＞ 

 

e．分かった事 

 今回の実験を通じて新たに分かった事は以下の 4 点である（【第２８図】

参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第２８図】：分かった事等 
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（４）ファイナンスサービスに関するヒアリング結果 

ａ．活動実績 

金融機関へのヒアリングについて、1 月上旬よりサンプルデータを使った

分析イメージの準備を行い、様々な業態の１１行の金融機関に対してヒアリ

ングを実施した。  

 
 

ｂ．ヒアリング内容 

金融機関へのヒアリングに際しては、商流データ分析への期待や現状業務

の課題仮説を設定し、分析イメージによりこれらの課題が解決できるかとい

う点についてヒアリングを実施した。   

 

 

ｃ．ヒアリングの前提 

ヒアリング実施に際しては、金融機関が融資先企業のイメージを行うため、

1月 2月 3月

ヒアリング準備

金融機関への
ヒアリング

▲第3回TF ▲第4回TF▲分科会

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬

まとめ

追加
ヒアリング

商流データ分析への期待や現状業務の課題（仮説）

財務諸表だけでは捉えることが困難な企業実態に即した必要資
金量が見える

商流情報を提供してもらえない企業（例：信用力の高い企業な
ど）の情報を取得することができる

財務諸表の裏付けが確認可能

当該融資先企業の他社※との比較が可能

※同業、同規模などの尺度で比較することが可能

当該融資先企業の取引相手関係の可視化が確認可能

当該融資先企業における主力商品とその販売動向が確認可能

1

2

3

4

5

6

分析を行うためのイメージ

①‐2.出荷実績

②‐4.出金実績

①‐3.請求残高

①‐4.入金実績

①‐5.入金サイト

②‐2.入荷実績

②‐3.支払残高

②‐5.支払サイト

①‐6.商品別受注実績

①
販売分析

①‐1.売上実績

②‐1.発注実績

①‐7.商品別出荷実績

②
仕入分析

①‐8.商品別ロス率

②‐5.支払サイト③複合分析
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分析を実施するサンプル企業のプロフィールを提示した。  

 
 

ｄ．分析イメージ 

ヒアリングに際して、EDI 情報から作成したイメージを提示し、有効性や

課題等の意見をうかがった。（以下は金融機関に提示したイメージの一部） 

  

取引概況と分析対象となるサンプルデータ

サンプル企業プロフィール

サンプル企業

販売先a

販売先b

販売先c

仕入先1

仕入先2

仕入先12

・
・・

・・・

販売トランザクション数

6,591件 （期間：2013/7～2014/11）

※ 複数企業への販売取引がある中で、今回の
サンプルデータでは1社分の取引のみを分析
対象としています。

購買トランザクション数

469,876件 （期間：2013/7～2014/11）

※ 12社ある仕入先企業とのすべての取引を分
析対象としています。

プラスチック製品製造業

約1億円 約200億円

業種

資本金 売上高
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ｅ．ヒアリング結果 

多くの金融機関で融資業務の参考情報としての活用や、企業の実態把握の

ためのツールとして活用可能ではないかとの意見が示された一方、実現に向

けた課題についてもいくつかの意見が寄せられた。 

    

 

 

①
有効性

分析イメージ
の有効性、お
よび現状の業
務と比較した

優位性

• 本取組から得られる情報が断片的な情報でしかないことを考慮すると、融資の際の参考情報としては有
用であるものの、根拠資料としての使用は困難ではないか

‐ 振込以外の決済手段（電債、窓口、手形 等）の情報が不足
‐ 受注の情報などを情報を取得できるタイミングが遅い（資金需要が発生するタイミングではない）

• 現場においては活用のインセンティブや情報分析が困難であることから、融資での活用は難しいのでは
ないか

• 新規融資の際に企業の実態を把握するための参考情報としては有用

‐ 現在も新規融資の際にはTDBから情報取得を行っており、TDBが持っていない情報という点において、
新規融資の際の一つの情報源として有用と考えられる

‐ 企業の特徴をつかむ点においては活用が可能

‐ 過去の傾向値として利用することは有効と考えられる
‐ 商流グループの核を捉えるという点においては有効だと考えられる

融資判断に際しての参考情報としては活用可能

金融EDIの情報だけでは融資を行うことは困難

• 取引先との関係強化のための情報を活用することは有効

‐ 取引先企業の年間を通した取引実態などを捉えることが可能と考えられる

‐ 顧客情報を詳しく知りたいというニーズがあり、そのようなニーズを満たすことが可能な情報だと考え
られる

‐ ビジネスマッチングなど融資以外の形で取引先企業の支援が行える可能性がある

取引先との関係強化に活用することが可能

融
資
へ
の
活
用

融
資
以
外
へ
の

活
用

②
活用に向けた課題

• 業界VANなどを使っていれば問題ないが、このような仕組みを使っていない企業において、情報の
信頼性についても考慮する必要があると認識

情報の信頼性を担保できるか

• 現在運用中のシステムとは異なるものを導入しなければならない場合、企業の負担が増えるため
障壁となる。

 実装に向けた企業の負担が大きくなると利用してもらえないのではないか

• 銀行側のメリットを生み出するために必要なEDIへの入力項目について、企業に登録いただけるの
か疑問を抱いている。

‐ 企業としても、そこまで詳細な情報を開示したくないのではないか

企業は情報を登録してくれるのか

• 顧客の大部分を占める中小零細企業は、振込の電子化が進んでいない等の理由で、本取組から得ら
れる情報を入力できないため、自社の詳細な情報を開示しない（できない）可能性が高い。

• 個社情報の提供に同意が得られたとしても、企業における入力業務の手間が増えるため、中小零細企
業からの反発が予想される。

 IT化が進んでいない企業（特に中小企業）への普及をどのように行うか

• 振込データのみを本取組の対象とするという観点から、情報として有用であるためにはカバレッジ
が低いと言わざるを得ない

振込以外の決済手段も対象とすべき

• 商流情報を分析に使うには、セットする項目のルールが決まっていないと運用は困難であるため、
標準化は引き続き検討する必要がある

設定する項目の標準化は必要
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その他

• 国内の情報だけでなく、海外との取引についても情報が取れるとさらに有効性は高まるのではない
か

 国内の情報だけでなく海外との取引実態も捉えられると有効ではないか

• 受注から支払まで期間が長くなっている等は重要な気付きであると考えられる

入出荷の日付も分析には重要な情報となる

• 現在の振込情報に法人番号を付けてもらえるだけでも、金融機関としては様々な分析が行えるよう
になる

分析を行うために法人番号も必要

追
加
で
必
要
な
項
目
・観
点

• 過去の情報だけでなく将来の情報なども見えるようになれば、より活用できる可能性が拡がると考
えられる

将来情報の可視化も行えると活用可能性が拡がる

• 今回の実証でも売掛金消込の効果が認められたと認識しているため、まずは売掛金消込のサービ
スを検討した方が良いのではないか

売掛金消込等のサービスを検討した方が良いのではないか

• 自社でBIツールを導入できない企業に対して、金融機関が企業から情報を預かり、BIで情報提供を
行うことが、企業にとってメリットになるのであれば、検討の価値はあるのではないか

• 企業は自社の業況の確認が見たいので情報を登録する、情報を登録すれば振込データも作成でき
るし、消込もできるという企業が導入にインセンティブを感じるスキームが構築できると考えられる

• 中小企業の経営者層に対する情報提供として、EDI情報は有効ではないか

• 分析結果は企業に開示することを前提として、融資に際してはその情報を企業からの合意のもとに
金融機関にも提示する方法が良いと考えられる

 金融機関からの企業への情報提供も検討する価値があるのではないか

企
業
に
提
供
す
べ
き
サ
ー
ビ
ス
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ｆ．金融 EDI 実証の成果と課題 

今年度の実証を通して、以下の成果と課題があったと認識している。 

 

金融 EDI 実証の成果と課題 

 
  

１．入金消込の省力化
・受注側企業、特に中小企業にとって省力化は顕著である。
・大企業においては、バーチャル口座や売掛時までの事前対応

策が行われているが、入金時の自動消込で更なる効率化が見
込める。

・中小企業では入金消込以前に、上流（受発注、出荷納品、請
求）のEDIの普及が必要である。

・一部では経理部門で喫緊の課題と認識していない企業もあり、
ホワイトカラーの生産性向上について啓発する必要がある。

２．金融セクターと商流情報の共有
・企業活動をリアルに見ることが可能。
・銀行の融資情報として活用可能か否か分析中。

・企業が情報開示に応じるインセンティブの検討が必要。
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（５）支払通知メッセージの実装内容 

ａ．支払通知メッセージ拡張要件 

取引当事者の入金消込業務を改善すること、および商取引情報を金融セク

ターと共有することの２つの目的をカバーするため、現状の国連 CEFACT

支払通知メッセージを、次の要件を満たすように拡張した。 

・月次支払慣行への適用。「締日」の設定。 

・関連課税情報の追加。税込か否か、および税額の指定。 

・複数の支払手段の適用。振込と電子債権の併用。 

・相殺機能の追加。相殺明細の電子化。 

・関連商取引情報の追加。取引製品、価格、数量の追加。 

 拡張した支払通知メッセージの概念モデルを次に示す。 

 

  

支払通知メッセージ

支払通知文書情報
文書名、有効期間…

支払情報
ID、締日…

支払人と受取人

金額集計 相殺金額集計

支払方法
銀行、口座….

n行 関連取引情報
請求書単位

発注情報
発注番号…

決済情報
請求書番号、金額… 相殺金額集計

n行 請求明細 取引単価
納入単位… 納入数量

取引製品
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ｂ．支払通知メッセージ定義モデル 

① ヘッダー部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

支払通知メッセージ Cross Industry Remittance Advice

ASMA 送金通知文書クラス CIR_ Exchanged_ Document
(1..1) ＊識別子、発行日、文書名

Effective 文書有効期間  CI_ Specified_ Period
(0..1) ＊有効期限（開始日、終了日）

Included 註釈 CI_ Note
(0..n) ＊注釈表題、注釈内容

ASMA 決済支払 CIRH_ Trade Settlement_ Payment. Details
(1..1) ＊識別子、支払要求日、締日 （追加BBIE： Closing Book_ Due. Date Time）

Specified 取引決済  CIRH_ Supply Chain_ Trade Settlement
(1..n) ＊為替コード （＊支払種別（銀行振込、電債など）ごとに設定）

Payee 受取人 CI_ Trade_ Party

(0..1)
＊企業コード、国際企業コー

ド、企業名

Defined 連絡先 CI_ Trade_ Contact
(0..1) ＊担当者名、部門名

Telephone 通信 CI_ Universal_ Communication
(0..1) ＊電話番号

Payer 支払人 CI_ Trade_ Party

(0..1)
＊企業コード、国際企業コー

ド、企業名

Defined 連絡先 CI_ Trade_ Contact
(0..1) ＊担当者名、部門名

Telephone 通信 CI_ Universal_ Communication
(0..1) ＊電話番号

Specified 金額集計 CIRH_ Trade Settlement_ Monetary Summation

(0..1)
＊支払金額、相殺金額合計、

相殺後支払金額合計

Applicable 相殺金額集計 CIRH_ Balance Out

(0.n)
識別子、説明、理由
コード、理由説明、発
生日、相殺金額

（＊）振込手数料等

Specified 支払方法 CI_ Trade Settlement_ Payment Means
(0..1) ＊支払区分、支払方法

Payer_ Party 仕向金融口座 CI_ Debtor_ Financial Account
(0..1) ＊口座番号、口座名

Payee_ Party 被仕向金融口座 CI_ Creditor_ Financial Account
(0..1) ＊口座番号、口座名

Payer_ Specified 仕向金融機関 CI_ Debtor_ Financial Institution
(0..1) ＊金融機関コード

Payee_ Specified 被仕向金融機関 CI_ Creditor_ Financial Institution
(0..1) ＊金融機関コード

Applicable 取引税 CI_ Trade_ Tax
(0..1) ＊税額、税区分 （追加ASBIE： Applicable. CI_ Trade_ Tax）
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② 明細部 

 

 

ASMA 取引事項 CIRT_ Supply Chain_ Trade Transaction. Details
(0..n) （請求書単位）

Associated 文書行 CIR_ Document Line_ Document
(0..1) ＊行番号

Referenced 支払関連文書 CI_ Rreferenced_ Document

(0..1)
＊識別子（請求書ID等）、発効

日
（追加ASBIE）

Applicable 取引契約 CIRT_ Supply Chain_ Trade Agreement
(0..1)

Buyer 買い手 CI_ Trade_ Party
(0..1) ＊企業コード、企業名

Seller 売り手 CI_ Trade_ Party
(0..1) ＊企業コード、企業名

Buyer Order_ Referenced 取引文書 CI_ Referenced_ Document
(0..1) ＊識別子（注文書等）、発行日

Applicable 決済 CIRT_ Supply Chain_ Trade Settlement
(0..1)

Invoicee 請求先 CI_ Trade_ Party
(0..1) ＊企業コード、企業名

Invoicer 請求者 CI_ Trade_ Party
(0..1) ＊企業コード、企業名

Specified 金額集計 CIRT_ Trade Settlement_ Monetary Summation

(0..1)
＊支払金額、相殺金額合計、

相殺後支払金額合計 （追加BCC/BBIE）

Applicable 相殺金額集計 CIRT_ Balance Out

(0.n)
識別子、説明、理由
コード、理由説明、発
生日、相殺金額

（＊）物流センター使
用料、支給品料等

（追加CC&BIE）

Breakdown 相殺金額集計（明細） CIRT_ Balance Out

(0.n)
識別子、説明、理由
コード、理由説明、発
生日、相殺金額

（追加CC&BIE）

Applicable 取引税 CI_ Trade_ Tax
(0..1) ＊税額、税区分 （追加ASBIE）

Included 明細 CIRL_ Supply Chain_ Trade Line Item
(0..n) （納品書単位）

Associated 明細文書行 CIR_ Document Line_ Document
(0..1) ＊明細行

Referenced 支払関連文書 CI_ Rreferenced_ Document

(0..1)
＊識別子（納品書ID等）、発

効日
（追加ASBIE）

Specified 決済明細 CIRL_ Supply Chain_ Trade Settlement
(0..n) ＊請求／納品関連情報

Associated 文書行 CIR_ Document Line_ Document
(0..1) ＊行番号

Specified 金額集計 CIRL_ Trade Settlement_ Monetary Summation
(0..1) ＊支払合計金額

Referenced 参照取引 CIRL_ Supply Chain_ Trade Transaction
(0..1) （追加AＳCC/ASBIE/ABIE）

Specified 取引契約 CIOL_ Supply Chain_ Trade Agreement
(0..1) （追加ASBIE）

発注関連文書 CI_ Referenced_ Document
(0..1) *注文番号、発効日

Net Price_ Product 取引単価 CI_ Trade_ Price
(0..1) *価格区分、単価

Specified 取引出荷（注文時） CIOL_ Supply Chain_ Trade Delivery
(0..1) *希望数量、合意数量 （追加ASBIE）

Requested_ Delivery 要求出荷事象 CI_ Supply Chain_ Event

（0..1)
*出荷ID、希望出荷日

時

Specified 取引出荷（出荷時） CIDDL_ Supply Chain_ Trade Delivery
(0..1) *出荷数量 （追加ASBIE）

Actual_ Despatch 実出荷事象 CI_ Supply Chain_ Event
（0..1) *出荷ID、実出荷日時

Specified 取引製品 CI_ Trade_ Product
(0..1) *品名コード、製品名 （追加ASCC/ASBIE）

Seller Order_ Referenced
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（６）今後の標準化へ向けた活動予定 

ａ．国際標準化への道筋 

本実証を本番環境として実現するためには、２つの国際標準、すなわち国

連 CEFACT 支払通知メッセージと ISO TC68 20022 Pain (支払指図)の拡張

について其々の国際機関に申請し、合意をとる必要がある。 

 

 

ｂ．国連 CEFACT 支払通知メッセージの拡張 

2015 年 3 月、「（５－１）支払通知メッセージ拡張要件」に基づき、国連

CEFACT ビューローへ拡張支払通知プロジェクトの提案を行った。 

プロジェクト・スケジュールは次の通り。 

 プロジェクト開始 2015 年 3 月 

 要件収集  2015 年 4 月（国連 CEFACT フォーラム） 

 要件定義書作成  2015 年 9 月（BRS と RSM 作成） 

 情報項目追加申請 2015 年 9 月（CC/BIE 申請） 

 要件定義書公開レビュー 2015 年 10 月（国連 CEFACT フォーラム） 

 プロジェクト完了 2015 年 12 月 

 成果公開  2016 年 1 月 

  

  *BRS: Business Requirement Specification 

  *RSM: Requirement Specification Mapping 

  *CC: Core Component 

  *BIE: Business Information Entity 

支払企業
（Buyer）

納入企業の
銀行

納入企業
（Supplier）

支払企業の
銀行

商
流

プラットフォーム

DB

VAN

全銀ｼｽﾃﾑ

変換 変換
支払い+EDI

金
流

支払関連
データ

支払関連
データ

入金通知
データ

入金通知
データ

XML（可変長） XML（可変長）

固定長 20桁 固定長 20桁

（XML（可変長）での
対応も可能）

（XML（可変長）での
対応も可能）

XML（可変長） XML（可変長）

支払い+EDI

振込依頼・送金・入金通知
金融標準：ISO20022

請求・支払通知
国連CEFACT標準

２つの標準化領域
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ｃ．ISO 20022 Pain への補完領域登録 

拡張支払通知メッセージが国連 CEFACT 標準となった後、それを

ISO20022 メ ッ セ ー ジ 環 境 の 上 で 交 換 す る た め に 、 補 完 領 域

（Supplementary Area）を利用する。 

 

 

ISO20022 メッセージの Supplementary Data の管理は、ISO TC68 の登

録管理グループ（Registry Management Group）が行っており、日本国内

の ISO20022 利用者（銀行）が実装することを前提に、当該グループに登録

申請をする必要がある。 

手順としては、国連 CEFACT 拡張支払通知プロジェクトの進行中に国内

利用者（全銀協）の方針を確認し、当該プロジェクト完了後、ISO TC68 日

本委員会の合意のもとに ISO TC68 Registry Management Group への申請

を行うことになる。 

  

Payment Instruction
ISO20022 Pain.001.001.005

Debtor / Creditor
Financial Institution
Financial Account

UN/CEFACT

CI Remittance Advice
Message

Supplementary
Data



 
 

30 
 

２．グローバルサプライチェーンファイナンスのニーズ調査 

 

２－１．取組の背景と目的 

2014 年度 SIPS 金流商流タスクフォース内において、国内の商流 EDI 情報分析

の融資判断への活用に関して検証が行われた。 

それらの分析の考え方を国際間取引に応用できないか、という観点から、サービ

スモデル仮説および想定利用者（輸出入者）のニーズ調査を目的とし、「グローバ

ル SCＦのニーズ調査」として 2014 年度同タスクフォース内で実施した。 

 

２－２．活動計画と実績（概要） 

（１）活動計画 

下表の活動計画に基づいて、本活動を行った。 

 
 

（２）活動実績（概要） 

活動実績の概要は下記のとおりである。 

(ア) サービスモデル検討 

サービスモデルとして、国内の商流 EDI 情報に代わりうるものとして、日

本の税関を中心としたナショナルシングルウィンドウである NACCS に蓄積

された通関実績データに着目し、その有効活用により企業の過去のビジネス

実績が公的機関の提供する真正性および網羅性を以て金融機関に提供可能と

するモデルを検討した。 

(イ) 輸出入企業ヒアリング実施 

実際に輸出入を行っている企業に対し、国際間取引の流れにおいて、どこ
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で、どのような資金ニーズが発生するかのヒアリングを行った。（全国中小貿

易協会大阪連盟へのヒアリング） 

ヒアリングにより、輸出の流れでは輸出準備段階、輸入の流れでは、発注

時、輸出側の出荷時、輸入後の販売期間において、資金ニーズが発生してい

ることが明らかとなった。 

 

(ウ) 次年度活動の方向性検討 

ヒアリングで顕在化した資金ニーズとサービスモデル仮説をマッチングす

ることにより、どのタイミングでどのようなデータを活用して金融機関から

の融資判断を行うかに関する初期仮説を立てた。 

 

２－３．活動実績（詳細） 

（１）サービスモデル仮説「通関実績の融資審査への活用」 
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（２）輸出入企業向けニーズヒアリングの課題 

 

 

（３）輸出入関連企業へのニーズヒアリング 
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（４）ヒアリング項目 

 

 

（５）ヒアリング結果サマリー 
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（６）輸入プロセスにおける資金ニーズ 

 
 

 

（７）輸出プロセスにおける資金ニーズ 
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（８）資金ニーズとサービスモデル仮説のマッチング 

 

 

（９）金融機関ヒアリングでのフォーカスポイント 
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４．次年度の活動内容 

前章までの成果と活動を踏まえ、次年度は以下の活動を実施していくことを想定。 

 

１．ファイナンスサービスの検証 

 

 

２．グローバルサプライチェーンファイナンスのニーズ調査 

 

 

  

2014年度の金融EDI実証を踏まえ、産業界への普及促進を図る。

（１）企業への浸透
・企業における経理部門の戦略性認識向上
・情報共有化メリットの明確化
・入金明細通知のEDI化を契機とした商流EDI（受発注、出
荷納入、請求）の導入促進
・企業側 ISO20022インタフェース導入ガイド

（２）銀行への浸透
・融資／モニタリングへの情報活用法開拓

【ニーズ検証の継続、およびサービスモデルの精緻化】

（１）金融機関向けヒアリング
輸出入者の資金ニーズヒアリングに基づき、グローバルサプライチェーン
ファイナンスにおける通関実績情報の活用ニーズを金融機関向けにヒア
リングする。

（２）通関実績情報の活用
NACCSセンターとの連携により、通関実績情報の分析トライアルを机上に
て実施する。

（３）実証プランの検討
実機による実証プラン（目的、環境、参加者、検証範囲、検証方法、成果
物の位置づけ、スケジュール、など）を立案する。
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３．金流商流情報連携のための標準化促進 

 
  

金流商流情報連携の国際標準化を推進する。

（１）国連CEFACTにおける拡張支払通知メッセージ標準化
・業務要件仕様とデータモデル（BRS/RSM）作成と合意
・国連CEFACT共通辞書登録申請と審議

（２） 金融サービス標準とのすり合わせ推進
・国連CEFACT支払通知メッセージとISO TC68（金融サービ
ス）標準の組み合わせ実装方式の検討。
・ISO TC68レジストリ登録についての国内意見調整。
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